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Ｓ市立病院のケースを振り返って
～公立病院経営改革～



志木市立市民病院の経緯
• Ｓ54年5月 標榜3科（内科、外科、小児科）、30床で救急市民病
院として発足
– 医師は日本大学医学部より派遣

• Ｓ59年8月 100床に増床

• Ｈ7年4月 整形外科標榜
– 医師は自治医科大学付属病院より派遣

• Ｈ13年4月 小児病院輪番制病院（小児救急医療支援事業）

• Ｈ14年4月 訪問看護ステーション併設

• Ｈ17年 医師派遣の関連病院がなくなった（新臨床研修医制度）

• Ｈ20年4月 地方公営企業法の全部適応

• Ｈ20年7月 7対１取得

• Ｈ21年5月 総合健診センターオープン

• Ｈ22年7月 整形外科医２名退職



志木市立市民病院の経緯

• Ｈ22年7月 小児外科標榜

• Ｈ22年9月 補正予算可決（5億4000万円補てん）

• Ｈ23年1月 市民病院再生構想の提案

• Ｈ24年1月 小児科入院の休止発表、経営改革委員会設置

• Ｈ24年２月 経営改革委員会報告書の提出

• Ｈ24年3月 市議会の説明（日大への関連病院の申し入れ）、Ｈ24年当初予算可
決（3憶4600万円補てん）

• Ｈ24年8月 小児科入院休止

• Ｈ24年9月 指定管理者導入条例案の否決

• Ｈ24年12月 指定管理者1年導入条例案の否決

• Ｈ25年2月 市民病院の民間移譲に関する公募案

• Ｈ25年3月 Ｈ２５年当初予算可決（8億8600万円補てん）

• Ｈ25年5月 公募、民間移譲選定委員会の設置

• Ｈ25年6月 公開プレゼン実施 審査 移譲先の決定

市長選 現職市長落選



志木市立市民病院
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運営費交付金推移

単位 （千円）



指定管理者案から民間譲渡案へ

• 当初、市側は指定管理者による経営主体変
更を考えていた

–日大付属病院化という案も出た

• しかし議会側の反対で指定管理者案は否決

• 民間移譲を前提として、公募を行うことになっ
た

• 移譲先の選定委員会が2法人について審議
し、 TMG武蔵野会に決定

• Ｈ25年6月の市長選挙で現職市長落選

• 新市長のもとで民間移譲が承認された



志木市立市民病院の民間移譲

• 2013年7月3日に、志木

市立市民病院移譲先
選定委員会が開催され
、市民病院の移譲先に
ついての選定結果報告
書が委員長（武藤正樹
：国際医療福祉大学大
学院教授）から、香川
市長へ手渡された



志木市立市民病院は
戸田中央医科グループ宗像中央病院へ

中村毅理事長香川武文市長

http://kagatake.blog.so-net.ne.jp/_images/blog/_fc3/kagatake/E5B882E6B091E79785E999A2E381AEE7A7BBE8ADB2E381ABE996A2E38199E3828BE8A9B3E7B4B0E58D94E5AE9A.JPG


戸田中央医科グループ
• 戸田中央医科グループ（TMG）

–一都四県下に26病院と6老人保健施設のほか、

特別養護老人ホーム、クリニック、健診センター、
訪問看護ステーションなど、数多くの関連事業所
を展開。グループ内で地域医療ネットワークを形
成している

–グループ内の医療機関・施設では、現在、総勢
11,000人を超える職員を有する



TMG宗岡中央病院
2015年9月24日オープン

内科・外科・整形外科・小児科・リハビリテーション科
病床数 100床（回復期リハビリテーション病床 40床・一般病床 60床）



新公立病院改革ガイドライン

• 新ガイドラインでは都道府県が策定する地域
医療構想の策定状況を踏まえた上・・・これま
での・・・

• ①「経営の効率化」

• ②「再編・ネットワーク化」

• ③「経営形態の見直し」

・・・に加えて

• ④「地域医療構想を踏まえた役割の明確化」



公立病院経営改革ガイドライン
～再編ネットワーク化～

総務省（2007年）

公立病院経営悪化



公立病院改革ガイドライン

• 背景

–公立病院経営悪化

–自体財政悪化

• 公立病院改革プラン

– 2007年総務省の懇
談会スタート

– 2008年プラン作成

• 公立病院改革プランの３つ
の柱

–①経営効率化

• 3年程度（2010年ごろまで）

–②再編・ネットワーク化

• 5年程度（2012年ごろまで）

–③経営形態の見直し

• 5年程度（2012年ごろまで）



①経営の効率化
• 経営指標に係る数値目標を設定

– １）財務の改善関係（経常収支比率、職員給与費比
率、病床利用率など）

– ２）公立病院として提供すべき医療機能の確保など

• 一般会計からの所定の繰出後、「経常黒字」が
達成される水準を目途
– （地域に民間病院が立地している場合、「民間病院並
の効率性」達成を目途）

– 病床利用率が過去3 年連続して７０％未満の病院は
病床数等を抜本的見直し



②再編・ネットワーク化

• 都道府県は、再編・ネットワーク化に医療計
画の改定と整合を確保しつつ、主体的に参画

• 二次医療圏等の単位での経営主体の統合を
推進

• 医師派遣拠点機能整備推進。病院間の機能
重複を避け、統合・再編含め検討

水平統合をめざしてる



③経営形態の見直し

• 人事・予算等に係る実質的権限、結果への
評価・責任を経営責任者に一体化

• 選択肢として、地方公営企業法全部適用、地
方独立行政法人化、指定管理者制度、民間
譲渡を提示

• 診療所化や老健施設、高齢者住宅事業等へ
の転換なども含め、幅広く見直し
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参照：公立病院事業の主な経営形態

地方公営企業法

全部適用

独立行政法人

非公務員型

指定管理者制度

開設者 地方公共団体 地方独立行政法人 地方公共団体

事業責任者 病院事業管理者 法人の長（理事長） 受託事業者（公益
法人、医療法人等）

病院の位置づけ 都道府県が設置す
る地方公営企業

都道府県が設置す
る地方独立行政法
人

公設民営

職員の身分 地方公務員 民間職員と同様 受託者の職員

（民間職員）となる

経営 管理者の権限と責
任において経営を
行う

設立団体の長（知
事）が中期目標を設
定する

受託契約の範囲内
で受託者が事業を
実施する



地方公営企業法全部適応

• 地方公営企業法一部適応

–公立病院の多くは地方公営企業法の財務規定
の部分だけが適用されている

• 地方公営企業法全部適応

–条例で組織や職員の身分規定などすべての条
文を適用すること

–全部適応で新たに任命される病院事業管理者は
予算や職員の人事権を持ち、給料も決められる
ため、より柔軟な経営ができる。

–一方で、経営責任が明確化される。



地方独立行政法人とは？は



指定管理者制度とは？

• 指定管理者制度は、それまで地方公共団体
やその外郭団体に限定していた公の施設の
管理・運営を、株式会社をはじめとした営利
企業・財団法人・NPO法人・市民グループなど

法人その他の団体に包括的に代行させるこ
とができる（行政処分であり委託ではない）制
度である。

• そして・・・民間委譲



志木市立市民病院の民間移譲

• 志木市立市民病院

– １００床

• 医師減少（整形外科、小
児科等）、建物老朽化

• 当初、指定管理者方式で
検討、最後は民間移譲

• 首長選挙により現職市長
落選

• 新市長のもとで民間移譲
が実現



公立・公的
４２４病院再編リスト

地地域医療構想ワーキンググループで
公表

（２０１９年９月２６日）





公立病院とは？

• 公立病院とは、地方公共団体が経営する医
療機関、自治体病院ともいう

• 地方独立行政法人へ移行した医療機関や公
立大学法人の付属病院等も、慣習上、公立
病院と呼ばれる場合が多い

• 全体でおよそ９００施設

• ２０１７年度の一般会計からの繰り入れ8083
億円



257病院が424病院

リストに載った。６１
%に当たる



公的病院とは？

• 公的医療機関（日本赤十字社、済生会、厚生農
業協同組合連合会などが開設する医療機関）

• 共済組合、健康保険組合、地域医療機能推進
機構（JCHO）が開設する医療機関

• 国立病院機構、労働者健康安全機構が開設す
る医療機関

• 地域医療支援病院
• 特定機能病院
• ＊なお社会医療法人はリストはないが、
公的病院に準ずる

167病院が
424病院リスト

に載った（３９
%）





地域医療構想ワーキンググループ
（２０１９年９月２６日）







４２４病院リスト



４２４病院
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公立・公的病院改革は
待ったなし！


